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１． はじめに 関連論文の多くは，労働者を生産能力の高い労働者と

生産能力の低い労働者の 2 種類に分け，それぞれの労

働者が別の産業に従事するとあらかじめ仮定している

（Krugman2），Mori and Turrini3）等）．しかしながら，

現実の経済においては同一の産業であっても生産能力

の異なる労働者が共存している．また，既存研究にお

いては外部性の導入，労働者の移動制約など経済集積

の要因となる仮定がなされている．例えば，

Krugman2）では労働者を農業労働者と工業労働者とに

分け，工業労働者は地域間を自由に移動可能である一

方，農業労働者は地域間を移動できないとあらかじめ

仮定している．そこで本研究では，労働者を生産能力

の高い労働者と低い労働者の 2 種類に分け，企業の生

産関数において生産性の差異を仮定する．また，全て

の労働者は地域間を自由に移動可能であると仮定する．

それに加えて，消費者の混雑外部性，企業の固定費用，

多数の財・地域を考慮することにより，1 つの都市に

生産能力の高い労働者が集中して立地し，他の地域に

生産能力の低い労働者が分散して立地するという，実

際の経済で観察されている集積パターンに対応した均

衡が完全競争下で存在することを示す． 

 
都市の成立（集積）は，集積の経済等の外部性や規

模の経済，輸送費用，不完全競争市場，財の多様性，

さらには消費者の多様性の存在といった様々な要因に

よって理論的に説明することができる．1990 年代より

発展してきた新しい空間経済学（ New Economic 
Geography）は，集積パターン成立の理論的側面を解明

する研究分野であり，多くの理論研究が行われている．

企業の集積の経済を導入した Michel, Perrot, and 
Thisse1) ，独占的競争市場と iceberg 型輸送費用を導入

した Krugman2) 等はその例である．国土政策を検討す

るに当たっては，これらの集積（立地均衡）メカニズ

ムの理論的側面を的確に捉えた上で行う必要がある． 

実際の集積パターンを観察してみると，多くの産業

においては，数個の生産性の高い大企業が東京等の大

都市に立地し，多くの生産性の低い中小企業が地方に

立地するという構造を持っている．また，大学卒業者

等の生産能力の高い労働者は大都市の大企業に就職し，

生産能力の低い労働者は地方の中小企業に就職すると

いう現状もある．このような現象は主に第三次産業

（建設業，銀行・証券，不動産，教育サービス，芸術

等）等，財の輸送費用が十分に大きい産業において観

察されている．Mori and Turrini3) は，所得水準の高い大

都市においては教育水準の高い（生産能力の高い）労

働者の居住比率が高く，所得水準の地方都市において

は教育水準の低い（生産能力の低い）労働者の居住比

率が高い傾向にあることを日米の実証データとして示

している．これらの事実から，労働者の生産能力の差

異は集積を引き起こす本質的な要因の一つであると考

えられる．したがって本研究では，このような集積パ

ターン・産業構造をふまえ，集積の経済等の外部性や

不完全競争ではなく，労働者の異質性（生産能力の差

異）のみに着目し，労働者の異質性がこのような実際

の典型的な集積パターンを引き起こす要因になり得る

かの分析を行うことを目的とする． 

 
２． 多地域一般均衡モデルの構築 
 
労働者（消費者）および企業の 2 主体からなる多地

域一般均衡モデルを構築する．ただし，労働者は生産

能力の高い労働者（労働者 ）および生産能力の低い

労働者（労働者 l ）の 2 種類を仮定し，

h
M 個の財， I

個の地域を仮定する．また，地域間の交易はないもの

と仮定する．この仮定は，対象とする財の輸送費用が

十分に高い場合に対応している． 

 

(1) 労働者（消費者）の行動 
 消費者は，生産能力の高い労働者（労働者 ）およ

び生産能力の低い労働者（労働者 l ）の 2 種類がいると

仮定する．それぞれの労働者は，その種類（ ）によ

らず以下に示す同一の効用関数を持ち，効用最大化行

動を行う．ただし添え字

h

,h l

s は労働者の種類（ ,s h l= ）

を， は財の種類（ ）を， は地域

（ i
m
1,2,

1,2,m ･･･, M
I

= i
,= ･･･ ）をそれぞれ表す．また各地域には人口

に対する混雑外部性 ( )iE N が存在するものと仮定し，

労働者の異質性（生産能力の差異）を導入している 
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( )iE N は人口に対する単調減少関数であり各地域にお

いて共通であるものとする．すなわち各地域は同質で

あるものとする．なお，この外部性は，地域の土地供

給面積が固定のもとで，効用関数に外部性ではなく宅

地面積を考慮したものと解釈することも可能である．

また，各労働者は合成財として初期賦存量 z （ニュー

メレールとする）を保有しているとし，合成財は地域

間で自由に取引可能であると仮定する． 
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３． 均衡解の導出 
 

前章のモデルをもとに均衡解を導出する．本モデル

において均衡解を内生的に決定するのは困難であるた

め，実際の集積パターンに対応した均衡解を仮定した

上で，その均衡解の立地に関する安定性を確認する． 
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実際に観察される集積パターンとして，「数個の生

産性の高い大企業が東京等の大都市に立地し，多くの

生産性の低い中小企業が地方に立地する」，「生産能

力の高い労働者は大都市の大企業に就職し，生産能力

の低い労働者は地方の中小企業に就職する」という集

積パターンがある．この集積パターンに対応して，本

研究においては，「労働者 のみを雇う企業（企業

）および労働者 l のみを雇う企業（企業 l ）の 2 種類

の企業のみが存在」，「全ての企業 は地域 1 に立地

し，全ての企業 はその他の地域 ( i I )に立地

する」という均衡を仮定する．このとき，仮定した均

衡解は以下のように表される．  

h
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h
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ただし， ：財の価格，p x ：財の消費量， ：賃金率，

：総人口， ：合成財消費量，

w
z z ：初期賦存量，

：パラメータ     1
m

η η 
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(2) 企業の行動 
すべての企業は同一の生産関数を持ち，以下に示さ

れる利潤最大化行動をとる．各企業は合成財 を固定

費用として用いる．生産能力の高い労働者は同一の企

業内で生産を行うことで知識の共有や研究開発などを

産み出し，結果として企業の生産性の向上に寄与する

ものと考えられる．この効果を表す企業の生産関数と

して式(2.2)に示すように労働者 の投入割合に関する

生産性向上（

z

h
1α > ）を仮定する．一方，総労働投入量

に関しては収穫逓減（ 0 1γ< < ， 0 1αγ< < ）を仮定する． 
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 ただし，π ：企業の利潤関数， X ：企業の生産関数，

：労働者 の投入量， ：労働者 の投入量，

：労働者 ， の賃金，

h lL l
h l K ：企業の固定費用，

：パラメータ（ 1α > ， 0 1γ< < ， 0 1αγ< < ） 
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(3) 市場均衡条件および定義式 
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 各財の市場均衡条件および定義式を以下に示す． 

i i i
l lm mN x X+ =  ( i I , )     (3.1) 1, ,= ･･･ 1, ,m = ･･･ M

)
以上で示した均衡は，労働者 のみを雇う企業 が

全て地域 1 に立地し，労働者 のみを雇う企業 が地域

1 以外の地域 i （

h

I

h
l l

2,3, ,i = ･･･

l

）に均等に立地する立地

均衡を表す．これは，実際に観察されている集積現象，

つまり，大学卒業者等の生産能力の高い労働者（労働

者 ）が生産性の高い大企業（企業 h ）に就職し，か

つその企業が大都市（地域 1）に集中して立地する一

方，生産能力の低い労働者（労働者 ）が生産性の低

い中小企業（企業 ）に就職し，かつその企業が地方

（地域 i ）に立地するという現状に対応している． 
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(2) 安定性の崩壊 ４． 均衡解の立地に関する安定性条件 
 前節で提示した安定な均衡解は，パラメータの変化

によって不安定になる．本節では，労働者に関する3つ
の・外生変数およびパラメータ（労働者 の人口 ，

労働者 の人口 ，労働者の生産性格差

h hN
l lN α ）を変化さ

せることによって，均衡解が不安定になる条件につい

て考察する．ただし，以下の図－1，2，3において，労

働者 ， の安定性条件をそれぞれ ， ，企

業 ， の安定性条件をそれぞれ ，

h l 0hF >
0hΠ >

0
0

lF >

lh l Π > とす

る．企業の安定性条件に関する添え字ⅰ，ⅱは，それ

ぞれ移転の際に労働投入量を調整可能なケース(ⅰ)と

不可能なケース(ⅱ)を表している． 

労働者が立地に関して安定である条件は，地域1の労

働者 h が地域 i に移住し企業 l で働く際，企業 l の最大

支払い可能賃金の下で労働者 の効用水準が減少する，

また，地域 i の労働者 l が地域1に移住し企業 h で働く

際，企業 の最大支払い可能賃金の下で労働者 l の効用

水準が減少することである． 

h

h

一方，企業が立地に関して安定である条件は，地域1
の企業 が地域 に移転する際，既に雇っている労働者

の効用水準を移転前の水準に保つような労働者 の

最低受容可能賃金の下で正の利潤を上げることができ

ない，また，地域 i の企業 l が地域1に移転する際，既

に雇っている労働者 l の効用水準を移転前の水準に保

つような労働者 l の最低受容可能賃金の下で正の利潤

を上げることができないことである．  

h i
h h

  図－1に労働者 の人口 に関する安定性条件の変

化を示す． が増加すると となり企業 の安

定性条件が満たされない．これは，生産性の高い労働

者 の数が増加することによって地域1における混雑外

部性が増加し，その結果企業 の移転の際の労働者

の最小受容可能賃金が低下するため，企業 に地域 へ

移転するインセンティブが発生するためである． 

h hN

hN 0hΠ <ⅱ

h

h

h
h

h i
 

５． 数値シミュレーション 
 
(1) 均衡解の設定 図－2に労働者 l の人口 に関する安定性条件の変化

を示す． が増加すると となり，企業 の安

定性条件が満たされない．これは，生産性の低い労働

者 l の数が増加することによって地域 i の需要規模が大

きくなり，その結果企業 に地域 へ移転するインセン

ティブが発生するためである． 

lN

h

lN 0hΠ <ⅱ

i

h式(1.1)における混雑外部性を表す項 ( )iE N を線形の

単調減少関数 ( e )と仮定する．その上で

パラメータ・外生変数の値を表－1のように設定する．

そして，表－1に示すパラメータにおける本モデルの均

衡解を表－2に示す．ただし数値計算の簡略化のため，

( )i iE N eN= 0<

1 2 Mη η= =･･･ η= とする．なお，表－2に示す均衡解は4

章において定義した立地に関する安定性条件を満たす． 
図－3に労働者の生産性格差α に関する安定性条件の

変化を示す．α が減少すると となり，企業 の

安定性条件が満たされない．これは，労働者の生産性

の格差

0<hΠ ⅱ h

α の減少（労働者の均一化）によって企業 の

生産量が減少し，その結果企業 により小さい需要規

模でも地域 i へ移転するインセンティブが発生するた

めである． 

h
h

 

表－1 各パラメータ・外生変数の設定 

α  1.5  e  71.0 10−− ×  

γ  16.5 10−×  I  100  

A  100  M  100  

K  100  hN  48.0 10×  

mη  37.0 10−×  lN  59.0 10×  

zη  13.0 10−×  z  10  

 

(3) 数値シミュレーションによる示唆 
表－2より，地域1と地域 を比較すれば，地域1に立

地する企業 は，地域 に立地する企業 に比較して生

産量，労働投入量ともに大きくなっている．さらに，

地域1に居住する労働者 は，地域 に居住する労働者

に比較して賃金，効用水準ともに大きくなっている．

これは，生産性の高い大企業が東京等の大都市に立地

し，そこに居住する労働者が高い所得水準となる一方，

生産性の低い中小企業が地方部に立地し，そこに居住

する労働者が低い所得水準となることを表している． 

i
h i l

h i
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表－2 モデルの均衡解 

 地域 1 地域 i  
1p ， （各地域の価格） ip 0.25  0.38  

1
hmL ， i

lmL （各企業の労働投入量） 21.8 10×  22  
1
hmk ， （ 財の企業数） i

lmk m 4.4  4.1 
1
hmw ， （各労働者の賃金） i

lmw 21  8.3  
1
hmX ， i

lmX （各企業の生産量） 41.6 10×  27.5 10×  
1
hmx ， i

lmx （各労働者の需要量） 18.8 10−×  13.4 10−×

hz ， （各労働者の合成財需要量） lz 9.4  5.5  
1

hV ，V （各労働者の効用水準） i
l 1.8  17.8 10−×

均衡解の立地に関する安定性条件に関しては，比較

静学により以下のことが分かる．はじめに，大都市の

人口増加（労働者 の増加）によって大都市の混雑が

増大するため，労働者 は安い賃金でも混雑の程度の

小さい地方部で働くことを受容する．その結果大都市

h
h

 

 



 

の大企業（企業 ）が地方部に移転するインセンティ

ブを持つ．次に，地方部の人口増加（労働者 l の増

加）によって，地方部の需要規模が増加するために，

大都市の大企業が十分な販売量を地方部において確保

することが可能となるため，大企業が地方部に移転す

るインセンティブを持つ．最後に，労働者の生産性格

差（

h
α ）の減少により，大企業の生産量（労働投入

量）が減少する．その結果，需要規模の小さい地方部

でも十分な販売量を確保することが可能になるため，

大企業が地方部に移転するインセンティブを持つ． 

N

h
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６． おわりに 
 

本研究は，労働者の異質性に加えて，消費者の混雑

外部性（または宅地面積と解釈可能），企業の固定費

用，多数の財・地域を考慮することにより，1 つの都

市に生産能力の高い労働者が集中して立地し，他の地

域に生産能力の低い労働者が分散して立地するという

集積パターンに対応した均衡の存在を示し，数値シミ

ュレーションによってその安定条件を示した． 

2 章において，完全競争の枠組みでモデルを構築し

た．また消費者の混雑外部性は，地域の土地供給面積

が固定のもとで効用関数に宅地面積を考慮したものと

解釈することができる．この解釈の下では，外部性お

よび不完全競争を全く仮定することなく，労働者の異

質性のみで集積が実現することを示したことになる．

その集積とは，1 つの都市に生産能力の高い労働者が

集中して立地し，他の地域に生産能力の低い労働者が

分散して立地するという集積パターンである． 

本モデルは地域間の交易がないものと仮定している．

これは輸送費用が十分に高い場合に対応しており，実

際の経済においては，建設業，銀行・証券，不動産，

教育サービス，芸術等の産業に当てはまる．実際，輸

送費用が十分に低い産業（医薬品，精密機械，自動車

等の製造業や各産業の研究開発部門など）においては，

地方の生産性の低い中小企業は生産性の高い大企業に

淘汰されているものの，輸送費用が十分に高い産業な

らば，地方において生産性の低い中小企業が存続して

いるという現状に対応していると考えることができる． 
また本研究においては，地方部の需要規模の小ささ

が大企業（企業 ）が大都市（地域 1）から地方（地

域 ）に移転しない要因であり，大都市と地方部の混

雑外部性の差が中小企業（企業 ）が地方から大都市

に移転しない要因となっている．また数値シミュレー

ションにより，「生産性の高い労働者の比率が少ない

こと」，「地方部の人口（需要規模）が少ないこと」，

「労働者間の生産性格差が大きいこと」等が現在の集

積の要因となっていることが示された．したがって，

「大学卒業者等の生産性の高い労働者の増加」，「高

齢者等の生産性の低い労働者の増加」，「高学歴化に

よる労働者間の生産性格差の縮小」等，今後日本にお

いて予想される現象は，集積（都市部への一極集中）

を緩和させる要因として働くと考えられる． 

i

l

 なお，本モデルにおいて同質の労働者を仮定した場

合，本研究で示した集積パターンは実現しない．した

がって，労働者の異質性（生産能力の差異）は集積の

重要な要因の一つであるということができる．なお，

実際の経済は他の様々な要因（外部性，不完全競争

等）の複雑な組み合わせの結果として集積が実現して

いるため，国土政策の策定に当たってはこれら個別の

要因が経済集積にあたえる影響を的確に捉えた上で行

う必要がある． 
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